
２０１３年１月号１３

　

一 般 入 居 対 象 募 集 住 戸

備　考優遇対象住戸家賃（円／月）戸数階数間取り名　称地域

浴槽・風呂釜あり
駐車料別途
（月２，０００円／台）

無
２１，０００～３２，１００

１戸２階
４ＤＫ

松原住宅

今市

無１戸１階

無
１７，５００～２７，７００

２戸２・３階
３ＤＫ

有１戸１階

無２１，９００～３２，７００１戸２階２ＤＫ倉ケ崎住宅

無１８，７００～２７，９００１戸３階２ＤＫ
明神住宅

無２２，４００～３３，３００１戸３階２ＬＤＫ

無２４，８００～６５，６００１戸２階３ＬＤＫ大原住宅
藤原 駐車場・浴槽・風呂釜

なし
無１２，３００～２５，６００２戸１・２階３Ｋ自由ケ丘住宅

※優遇対象住戸･･･①身体障がい１～４級の方がいる世帯　②精神障がい１、２級の方がいる世帯　③１８歳未満の子が３人
以上の多子世帯　④高齢者世帯　⑤２０歳未満の子を扶養する寡婦の世帯。これらの世帯の方は、抽選会１回開催に当たり２
回抽選を行うことができる場合があります。優遇対象住戸の有無は、申込みの状況により変わります。

優 先 入 居 対 象 募 集 住 戸

備　考優先対象世帯家賃（円／月）戸数階数間取り名　称地域

浴槽・風呂釜あり
駐車料別途
（月２，０００円／台）

表下※の世帯２１，２００～３１，６００１戸１階２ＤＫ明神住宅今市

※優先対象世帯･･･下肢障がい 2級以上の方がいる世帯またはそれと同等として入居者選考委員会が認めた世帯

　
皐
　
入
　
居
　
資
　
格
　
皐

次
の
全
て
の
条
件
を
満
た
す
方

①
持
ち
家
が
な
く
、
住
宅
に
困
っ
て
い
る
。

②
婚
約
者
を
含
む
同
居
親
族
が
い
る
、
ま

た
は
単
身
の
場
合
、
満
　
歳
以
上
で
自

６０

立
で
き
る
。

※
足
尾
・
栗
山
地
域
を
除
き
、
単
身
の
方

は
２
　
ま
た
は
３
Ｋ
の
住
宅
が
対
象
と

DK

な
り
ま
す
。

③
市
税
や
上
下
水
道
使
用
料
の
滞
納
が
な

く
、
扶
養
控
除
な
ど
を
除
い
た
月
の
平

均
所
得
が
　
万
８
、０
０
０
円（
未
就
学

１５

児
童
が
い
る
世
帯
は
　
万
４
、０
０
０

２１

円
）以
下
で
あ
る
。

④
市
内
ま
た
は
県
内
の
隣
接
市
町
に
住
所

を
有
し
、
入
居
者
と
同
等
以
上
の
収
入

が
あ
り
、
独
立
し
て
生
計
を
営
む
連
帯

保
証
人
が
い
る
。

申
込
方
法
　
申
込
書
に
記
入
し
、
必
要
書

類
を
添
え
て
各
申
込
先
へ
持
参
。

申
込
期
間
　
1
月
　
日（
火
）〜
　
日（
月
）

１５

２８

※
清
原
住
宅（
今
市
）・
日
光
・
足
尾
・
栗

山
地
域
の
住
宅
は
、
全
て
随
時
募
集
。

注
意
事
項

※
家
賃
は
所
得
に
よ
り
決
定
し
ま
す
。

※
敷
金
は
家
賃
の
３
カ
月
分
で
前
納
で
す
。

※
共
益
費
が
別
途
必
要
で
す
。

※
申
込
者
多
数
の
場
合
は
抽
選
し
ま
す
。

※
暴
力
団
員
は
入
居
で
き
ま
せ
ん
。

※
退
去
時
は
、
入
居
時
と
同
等
の
原
状
回

復
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

申込先及びくわしくは

　建築住宅課緯（２１）５１６４

　碓日 産業建設課 緯（５４）１１１４　碓藤 産業建設課 緯（７６）４１０７　

　碓足 産業建設課 緯（９３）３１１７　碓栗 産業建設課 緯（９７）１１３３

市営住宅市営住宅のの

募集しま募集しますす
入居者入居者をを

広報 にっこう １２

ほ
か
、
国
や
県
か
ら
の
負
担
金
や
地
方
税
、

地
方
交
付
税
な
ど
で
賄
わ
れ
て
い
る
こ
と

を
表
し
て
い
ま
す
。

  連
結
会
計

　
連
結
会
計
は
、
社
会
保
障
給
付
を
主
な

目
的
と
す
る
国
民
健
康
保
険
事
業
や
介
護

保
険
事
業
な
ど
の
特
別
会
計
に
お
い
て
、

「
移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト
」
が
大
き
い
こ

と
か
ら
、
経
常
行
政
コ
ス
ト
が
前
年
度
に

比
べ
　
億
３
千
万
円
増
加
し
、
　
億
円
と

２０

６２１

な
り
ま
し

た
。
　
な
お
、

特
別
会
計

や
関
係
団

体
に
お
い

て
は
、
受

益
者
か
ら

の
負
担
や

事
業
に
よ
る
収
益
が
歳
入
の
大
き
な
割
合

を
占
め
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
経
常
行

政
コ
ス
ト
に
対
す
る
経
常
収
益
の
割
合
が
、

連
結
会
計
で
は
　
・
６
％
と
な
り
、
普
通

２８

会
計
の
　
％
に
比
べ
、
非
常
に
大
き
く

３.０

な
っ
て
い
ま
す
。

　　

　
４
月
１
日
か
ら
翌
年
３
月
　
日
ま
で
の

３１

１
年
間
の
行
政
活
動
の
う
ち
、
福
祉
活
動

や
ご
み
の
収
集
な
ど
資
産
の
形
成
に
結
び

つ
か
な
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
か
か

る
経
費（
コ
ス
ト
）と
、
そ
の
対
価
と
し
て

得
ら
れ
た
財
源
を
対
比
さ
せ
た
も
の
で
す
。

  普
通
会
計（
経
常
行
政
コ
ス
ト
）

　
普
通
会
計
の
経
常
行
政
コ
ス
ト
は
、
前

年
度
に
比
べ
　
億
７
千
万
円
と
大
き
く
増

１６

加
し
、　

億
９
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

３５３

増
加
の
主
な
要
因
は
、「
移
転
支
出
的
な

コ
ス
ト
」
で
、
子
ど
も
手
当
や
生
活
保
護

費
な
ど
の
社
会
保
障
給
付
費
の
増
加
や
、

下
水
道
事
業
会
計
へ
の
繰
出
金
の
増
加
な

ど
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ
　
億
３
千
万

１３

円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

  普
通
会
計（
純
経
常
行
政
コ
ス
ト
）

　
普
通
会
計
の
純
経
常
行
政
コ
ス
ト（
経

常
行
政
コ
ス
ト
か
ら
経
常
収
益
を
差
し
引

い
た
も
の
）は
、
前
年
度
に
比
べ
　
億
７

１８

千
万
円
増
加
し
、
　
億
４
千
万
円
と
な
り

３４３

ま
し
た
。
こ
れ
は
、
経
常
行
政
コ
ス
ト
の

大
き
な
増
加
に
加
え
、
指
定
管
理
者
制
度

（
利
用
料
金
制
）と
し
た
こ
と
に
よ
る
使
用

料
等
の
減
少
に
よ
り
経
常
収
益
が
減
少
し

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
、
経
常
行
政
コ
ス

ト
が
、
使
用
料
な
ど
の
直
接
的
な
対
価
の

行政コスト計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成２４年３月３１日現在）

経常行政コスト（行政サービスを行うためにかかる経費）

連結会計普通会計

平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末
平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末

▲１億４，０００万円
１０２億３，０００万円

（１１万円）
２，０００万円

９０億円
（１０万円）

人にかかるコスト
人件費や退職手当引当金の繰入など

３億６，０００万円
１５８億１，０００万円 

（１７万円）
１億１，０００万円

１２３億４，０００万円
（１４万円）

物にかかるコスト
備品の購入や業務委託、減価償却費（※１）など

１６億６，０００万円
３３７億３，０００万円

（３８万円）
１３億３，０００万円

１２８億３，０００万円
（１４万円）

移転支出的なコスト
社会保障給付費（子ども手当や生活保護費など）
や各種団体への補助金など

１億５，０００万円
２３億３，０００万円

（３万円）
２億１，０００万円

１２億２，０００万円
（１万円）

その他にかかるコスト
借金の利子や税金の回収不能見込額など

２０億３，０００万円 
６２１億円 
（６９万円）

１６億７，０００万円
３５３億９，０００万円

（３９万円）
①経常行政コスト合計

経常収益（使用料や事業収益など、サービスの対価として得られた財源）

連結会計普通会計

平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末
平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末

▲２億６，０００万円１７７億６，０００万円▲２億円１０億５，０００万円 ②経常収益合計

２２億９，０００万円４４３億４，０００万円１８億７，０００万円３４３億４，０００万円純経常行政コスト（①－②）

※（　）内の額は、平成２４年３月３１日現在の住民基本台帳人口（８９，８９３人）を基に算出した、市民１人当たりの行政コストです。

　　　平成２３年度決算に基づく財務諸表（行政コスト計算書）

募集します

財
政
分
析
、
純
資
産
変
動
計
算
書
、

資
金
収
支
計
算
書
な
ど
、
さ
ら
に

詳
し
い
内
容
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

  行
政
コ
ス
ト
計
算
書
と
は

２０１３年１月号１３

　

一 般 入 居 対 象 募 集 住 戸

備　考優遇対象住戸家賃（円／月）戸数階数間取り名　称地域

浴槽・風呂釜あり
駐車料別途
（月２，０００円／台）

無
２１，０００～３２，１００

１戸２階
４ＤＫ

松原住宅

今市

無１戸１階

無
１７，５００～２７，７００

２戸２・３階
３ＤＫ

有１戸１階

無２１，９００～３２，７００１戸２階２ＤＫ倉ケ崎住宅

無１８，７００～２７，９００１戸３階２ＤＫ
明神住宅

無２２，４００～３３，３００１戸３階２ＬＤＫ

無２４，８００～６５，６００１戸２階３ＬＤＫ大原住宅
藤原 駐車場・浴槽・風呂釜

なし
無１２，３００～２５，６００２戸１・２階３Ｋ自由ケ丘住宅

※優遇対象住戸･･･①身体障がい１～４級の方がいる世帯　②精神障がい１、２級の方がいる世帯　③１８歳未満の子が３人
以上の多子世帯　④高齢者世帯　⑤２０歳未満の子を扶養する寡婦の世帯。これらの世帯の方は、抽選会１回開催に当たり２
回抽選を行うことができる場合があります。優遇対象住戸の有無は、申込みの状況により変わります。

優 先 入 居 対 象 募 集 住 戸

備　考優先対象世帯家賃（円／月）戸数階数間取り名　称地域

浴槽・風呂釜あり
駐車料別途
（月２，０００円／台）

表下※の世帯２１，２００～３１，６００１戸１階２ＤＫ明神住宅今市

※優先対象世帯･･･下肢障がい 2級以上の方がいる世帯またはそれと同等として入居者選考委員会が認めた世帯
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①
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３
月
　
日
ま
で
の

３１

１
年
間
の
行
政
活
動
の
う
ち
、
福
祉
活
動

や
ご
み
の
収
集
な
ど
資
産
の
形
成
に
結
び

つ
か
な
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
か
か

る
経
費（
コ
ス
ト
）と
、
そ
の
対
価
と
し
て

得
ら
れ
た
財
源
を
対
比
さ
せ
た
も
の
で
す
。

  普
通
会
計（
経
常
行
政
コ
ス
ト
）

　
普
通
会
計
の
経
常
行
政
コ
ス
ト
は
、
前

年
度
に
比
べ
　
億
７
千
万
円
と
大
き
く
増

１６

加
し
、　

億
９
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

３５３

増
加
の
主
な
要
因
は
、「
移
転
支
出
的
な

コ
ス
ト
」
で
、
子
ど
も
手
当
や
生
活
保
護

費
な
ど
の
社
会
保
障
給
付
費
の
増
加
や
、

下
水
道
事
業
会
計
へ
の
繰
出
金
の
増
加
な

ど
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ
　
億
３
千
万

１３

円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

  普
通
会
計（
純
経
常
行
政
コ
ス
ト
）

　
普
通
会
計
の
純
経
常
行
政
コ
ス
ト（
経

常
行
政
コ
ス
ト
か
ら
経
常
収
益
を
差
し
引

い
た
も
の
）は
、
前
年
度
に
比
べ
　
億
７

１８

千
万
円
増
加
し
、
　
億
４
千
万
円
と
な
り

３４３

ま
し
た
。
こ
れ
は
、
経
常
行
政
コ
ス
ト
の

大
き
な
増
加
に
加
え
、
指
定
管
理
者
制
度

（
利
用
料
金
制
）と
し
た
こ
と
に
よ
る
使
用

料
等
の
減
少
に
よ
り
経
常
収
益
が
減
少
し

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
、
経
常
行
政
コ
ス

ト
が
、
使
用
料
な
ど
の
直
接
的
な
対
価
の

行政コスト計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成２４年３月３１日現在）

経常行政コスト（行政サービスを行うためにかかる経費）

連結会計普通会計

平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末
平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末

▲１億４，０００万円
１０２億３，０００万円

（１１万円）
２，０００万円

９０億円
（１０万円）

人にかかるコスト
人件費や退職手当引当金の繰入など

３億６，０００万円
１５８億１，０００万円 

（１７万円）
１億１，０００万円

１２３億４，０００万円
（１４万円）

物にかかるコスト
備品の購入や業務委託、減価償却費（※１）など

１６億６，０００万円
３３７億３，０００万円

（３８万円）
１３億３，０００万円

１２８億３，０００万円
（１４万円）

移転支出的なコスト
社会保障給付費（子ども手当や生活保護費など）
や各種団体への補助金など

１億５，０００万円
２３億３，０００万円

（３万円）
２億１，０００万円

１２億２，０００万円
（１万円）

その他にかかるコスト
借金の利子や税金の回収不能見込額など

２０億３，０００万円 
６２１億円 
（６９万円）

１６億７，０００万円
３５３億９，０００万円

（３９万円）
①経常行政コスト合計

経常収益（使用料や事業収益など、サービスの対価として得られた財源）

連結会計普通会計

平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末
平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末

▲２億６，０００万円１７７億６，０００万円▲２億円１０億５，０００万円 ②経常収益合計

２２億９，０００万円４４３億４，０００万円１８億７，０００万円３４３億４，０００万円純経常行政コスト（①－②）

※（　）内の額は、平成２４年３月３１日現在の住民基本台帳人口（８９，８９３人）を基に算出した、市民１人当たりの行政コストです。

　　　平成２３年度決算に基づく財務諸表（行政コスト計算書）

募集します

財
政
分
析
、
純
資
産
変
動
計
算
書
、

資
金
収
支
計
算
書
な
ど
、
さ
ら
に

詳
し
い
内
容
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

  行
政
コ
ス
ト
計
算
書
と
は


